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概要： 

本研究は，セメント改良土地盤の品質確認や設計評価のためのデータとして、強度特性を効率的に測定・

把握するための手法に関するものである。測定方法としては、針貫入試験法を採用し、対象地盤内に設け

た調査孔で針貫入抵抗Npを収集する原位置挿入型装置の開発と、Npから一軸圧縮強さquを推定する換算評

価式の検討にあたった。 

2018年度から助成研究として取り組んだ2年の成果として、従来の机上型装置による結果との比較を通

して測定値の信頼性を確認した。あわせて、種々のセメント改良土を対象とした測定を通して、施工法に

応じた強度分布の違いをきめ細かく確認できる有用性を明らかにした。また、25点Npの平均値とquを関連

付けた「基準換算」、およびNpの変動係数の増加に伴いquを低減する「ばらつき補正」を特徴とする新たな

換算式を考案した。全53試料の検証データにて従来の換算法に比べた精度、信頼度の高さを示すとともに、

締固め安定処理土での適用法と注意事項を明示した。 
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１．はじめに 

本研究は、セメント改良土強度の品質管理・評価を対象

とした省力化・省人化、生産性向上に資する取り組みに位

置付けられる。一般的な品質管理では、1)改良地盤が固結

した後ボーリングを行って試料を採取し、2)それを室内に

持ち帰って供試体を成形の上、3)一軸圧縮試験装置を用い

て強さを確認する。こうした従来法に併用・代替できる効

率的な評価・判定の開発は、きめ細かな達成品質の把握も

容易にし、設計法や施工法の見直しや高度化への貢献性が

期待できる。 

図 1に全体研究計画を示す。本研究課題では、「原位置

針貫入抵抗測定装置の検討（図中A、B、C）」を進めつつ、

「強度評価法の検討（図中D）」にあたる構成となっている。

2018（平成30）年度の助成1年目までの取り組みでは、原

位置針貫入抵抗測定装置を試作し、主に模型地盤を対象と

した測定を繰り返し、装置の使用性や測定結果の信頼性を

調査した。評価法に関しては、針貫入抵抗から一軸圧縮強

度を得る換算式を新たに考案し、その適用性を測定データ

に基づき検証した。 

本報の対象となる2019（平成31）年度の取り組みでは、

まず、1年目の現場測定実験で抽出した課題を基に装置を

改良した。その上で、表 1に示すとおり、助成1年目の取
組みで網羅できていない強度水準や造成方法が異なる

種々なセメント改良土を対象に測定実験にあたり、データ

 

図 1 全体研究計画 

 

A-3.検証実験-1
地中装置の動作確認と模擬測定，測定効率を検証．

Ａ-1.原位置針貫⼊抵抗測定システムの設計検討

A-2.地中装置の製作

A.平成29年度

B-2.検証実験-2
• 測定システムとしての動作確認と模擬測定．
• 原位置調査法としての⽣産性を評価．

B-1.地上装置の製作，試作システム完成

B-3.室内測定実験
• ⼟槽に準備したセメント改良⼟を対象に，針貫⼊測
定と⼀軸圧縮試験を実施．

• 両データの突合せによる測定システムの検証．

C-1.現場測定実験
• 複数現場において針貫⼊測定と⼀軸圧縮試験を実施．
• 施⼯条件の異なるセメント改良⼟を対象に測定シス
テムの有効性を提⽰．

全体取りまとめ

B.平成30年度 (助成1年⽬)

C.平成31年度 (助成2年⽬)

D.評価法の
検討
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の積み上げと評価方法の検討にあたった。 

 

２．原位置針貫入抵抗測定装置の検討 

(1)測定装置の改良 

2018年度の現場測定を通しては、測定孔としてのボーリ

ング孔の径は、現場作業を通して部分的に拡大することが

あり、程度によっては測定機本体（写真 1(a)）を固定する

反力アームが機能するストロークを超過することが確認

された。これを受けた対処策として、測定孔の大きさに応

じて反力アーム背面側本体に、写真 1(b)に示すスペーサ

ーを取り付ける機構を付与する改良を施した。 

スペーサー厚さは5～35mmまで5mmずつ段階的な選択が

可能で、当初の測定孔径の範囲 114～116mm について 大

径を151mmに拡大できた。次節以降で示す測定実験でも適

宜本機能を活用し、安定した測定を行うことができた。 

(2)測定実験 

a）実験概要 

測定実験として表 1中のNo.4、6に該当する、「原位置

機械撹拌」、「締固め安定処理土」のセメント改良土を準備

して測定実験にあたった。 

「原位置機械撹拌」については、試験ヤードの地山を掘

削した部分に購入山砂を投入した実験用地盤にて、原位置

機械撹拌改良工法1)の実機を用いて直径 1,200mm、高さ

1,000mm の円柱形のセメント改良土を造成した。測定孔 3

孔の準備のために、造成作業終了直後に撹拌部分上面を露

出させ、未固結の状態で塩ビ管(VP100、外径114mm、長さ

1,200mm)を3本、バックホウバケットで押し込んで挿入し

た（写真 2(a)）。材齢28日で改良体を掘り起こして、20℃

管理の室内に移設し、塩ビ管を引き抜いて 56 日材齢での

測定実験にあたった。長さ約1mの各孔に対しては、110mm

の測定単位となる9Unitを定め、上部からNo.1、2、3・・・、

9と番号付けした。塩ビ管内部に残されていた試料につい

ては、等分割して9体/孔×3孔=27体の円柱形供試体を採

取した。 

「締固め安定処理土」は、20℃の実験室内に設置された

地下ピットにて、珪砂5号とトチクレー、普通ポルトラン

ドセメントを混合し、プレートコンパクターを用いて密度

管理にて撒き出し・転圧を5回，15㎝の仕上がり厚にて繰

り返した。測定対象層厚約850mmを確保の上、測定孔はコ

アリングにて直径116mm、7孔(Bore Hole-1～7)を確保し

た（写真 2(b)）。測定単位として各孔深さ方向に4Unitを、

7孔分の合計28Unitを定めた。このとき、挿入型に対する

比較測定を行うコアリング試料が少なくとも120mm程度の

連続する部分を選択し、おおむね各締固め層中央部に位置

したが締固め層境界を介在するものも混在した。測定孔、

コア採取試料に対しては、下層からNo.a、b、c、dに番号

付けした。 

b）実験結果 

図 2に、双方の測定結果の例を示す。 

「原位置機械撹拌」については、同図(a)のとおり、1mの

測定長さで上層のばらつきが大きくなること、深さ200～

400mm 付近で相対的に高い強度分布となること、下端・上

端付近に突出した測定値が現れることが確認できた。これ

らは撹拌改良位置での土被りや、改良対象の山砂以外の地

山からの土砂混入が影響した結果と推察される。 

「締固め安定処理土」については、同図(b)のとおり、

個々の調査孔では撒き出し・締固め層に対応して深度方向

に強度の増減を繰り返すこと、その分布から層境界を判別

することも可能であることが確認できた。 

図 3には、「原位置機械撹拌」におけるUnit-5を対象に

した25点×測定孔3本＝75点の測定結果について、測定

孔内での原位置挿入型による結果と塩ビ管採取試料を対

表 1 測定実験と評価法検討の対象 

 

 

  

(a) 装置全景        (b)背面部スペーサー 

写真 1 測定孔の準備状況 

 

 

(a)原位置機械撹拌    (b)締固め安定処理 

写真 2 測定孔の準備状況 
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象にした机上型による測定結果を頻度分布にて比較した。

ばらつき度合いは相対的に机上型で小さくなるものの、度

数ピークの出現位置、分布幅は整合した結果が得られるこ

とを確認した。 

図 4には、「締固め安定処理土」を対象にした1Unit分

25点のNpの頻度分布例を示す。左図は、測定結果そのも

の分布を示したもので、締固め面から下方に離れた低強度

分布に相当する 0～5N/mm の度数が卓越する。結果として

得られる変動係数が60%を超えることは施工結果に生じる

ランダムのばらつき指標としては過大になるものと考え

られる。そこで、各深度のNp平均値で正規化し深度方向分

布の影響を排除した指標として正規化した NpNをとると、

同右図の頻度分布は、ランダムに左右対称となり変動係数

では16%程度との評価に落ち着くことになる。 

「原位置機械撹拌」、「締固め安定処理土」を対象とした

図 2の比較を通して、針貫入抵抗の水準は10倍の差を確

保できた点は、異なる強度水準で測定データを収集する目

的に合致した結果となった。また、上記に示した通り、造

成方法に応じたきめ細かな強度分布を把握することがで

きたことにより、本研究で採用する手法の有用性を明らか

にすることができた。 

(3)現場測定 

表 1中のNo.7に該当する測定は、某現場での施工実験

にて造成された締固め安定処理土を対象に行った。礫質土

を破砕機で破砕して粒径調整した母材に、セメントと水を

添加して土質改良機で混合したセメント改良土を、仕上が

り厚0.4m×3層に振動ローラで転圧したものである。養生

期間を経て、直径116mm の測定孔を13孔、一般的なコア

ボーリングで確保した。 

測定は、締固め作業の2層目(G.L.-0.4～-0.8m)、3層目

(G.L.0.0～-0.40m)を測定対象として、各孔で上層、下層の

2Unitを定め、各々のUnitで25点の測定を行った。現場

での測定作業を極力低減することとUnit数としては25点

確保することを念頭に、Bore Hole-1については下層Unit

のみに絞り、合計 25 点/Unit×25Unit=625 点の挿入型針

 

(a)原位置機械撹拌     (b)締固め安定処理 

図 2 針貫入抵抗の測定結果 

 

 
図 3 原位置機械撹拌で得られた測定結果の頻度分布 

 

 
図 4 締固め安定処理土で得られた測定結果の頻度分布 

 

(a) 13孔の全結果 

 

 

 
(b) 結果抜粋 

図 5 現場測定結果 
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貫入試験を行った。 

挿入型装置で測定を行ったところ、貫入長さに応じて貫

入荷重が増加する傾向を示す結果が54%を占めたのに対し

て、残りは貫入中で針が破断した。さらに全体の6%につい

ては貫入初期に貫入抵抗が急上昇し測定を中止した。この

ような結果からは、礫混入の程度を針貫入抵抗で定量的に

把握できることを示唆する。 

全測定結果の深度分布と上層、下層の結果を抜粋したも

のを図 5に示す。貫入抵抗が50N/mmを超えるものはすべ

て上記6%の想定に該当するもので、過大な結果をあたえる

ものと判断される。これらを除外したものは全プロットで

見るとランダムにばらつくように見受けられるが、各Unit

で確認した結果は、上記(2)「締固め安定処理土」と同様に

深度方向への分布傾向が確認できる。各測定高でのばらつ

きが大きめで、下層に行くほど減少する傾向が緩慢と見ら

れる点から、室内とは異なる現場締固めに応じた強度分布

特性を把握できたと言える。 

 

３．強度評価法の検討 

(1)換算式の更新 

a）検討用データの収集 

2018年度の検討で用いたデータに加えて、下記の机上型

針貫入測定結果、一軸圧縮試験結果を加えて換算式の妥当

性、適用性について検討にあたった 

① 締固め安定処理土(現場)(表 1中No.3に該当) 

② 機械撹拌改良体(現場)  (同 No.4に該当) 

③ 流動化処理土(室内)  (同No.5に該当) 

各々に分類される供試体数と測定結果を 

表 2にまとめる。①では、quが200～1,400(kN/m2)、

Np_COVは0.28～0.59となり、広範囲にデータを確保でき

た。②ではquが200(kN/m2)以下にて、Np_COVは0.10～0.38

となりばらつきが小さいものもあった。③については、

珪砂1号の体積比に応じてNp_COVは増加、quは減少する傾

向となった。 

b）段階補正型の換算式 

本研究で提案する換算式は、式(1)に示すもので、右辺第

1 項、2 項は従来の換算式と同形式の基本換算に相当し、

第3項の補正を加えることを特徴とする。 

 

∙ ∙ _ ・・・式(1) 

qu：一軸圧縮強度 

 

 

図 6 換算式と測定結果 

 

 

図 7 推定quと実測quの関係 

 

 
図 8 Np_covと強度低減の関係 

 

表 2 強度評価法の検討で収集したデータ 
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Np_ave、Np_COV ：25点Npの平均値、変動係数 

2018年度検討の29体の試験結果2)に表 2の24体を加え

た総計53体の測定データを基に、換算式(1)に含まれる

係数を、実測値、換算値の残差二乗和が 小になるよう

に特定した。4つの係数はA=0.896、B=2.560、C=2.071、

D=1.863で、測定結果と換算式を図示すると図 6のよう

になる。今回の検討で係数決定のためのデータ範囲を増

大・拡大したものの、これまでの29供試体で特定した係

数からは大きな変化は見られなかった。 

換算式による推定quと実測qu関係をまとめると図 7の

ようになり、両者の誤差が概ね±50%以内に収まる結果を

得た。あわせて、実測quを、式(1)第1、2項にて特定した

基本換算値qu0で正規化したところ、Np_COVとの関係は図 8

のようになった。ばらつきは大きいながらも全体的に右下

がりとなる傾向は、Np_COV の増加に応じて quを低減させる

「ばらつき補正」を取り入れた本換算法の妥当性を示唆す

ると言える。 

(2) 締固め安定処理土に対する評価法 

a）換算方法の考察 

前述の「室内締固め安定処理土」で得られたBH-4、Unit-

aのNp分布と、対応箇所で採取した供試体の一軸圧縮試験

状況を図 9に示す。Npは締固め度合いの深度影響を受けて

減少傾向にあること、その 弱部となる供試体下部に破壊

が生じていることが理解できる。「室内締固め安定処理土」

の測定では全体的にこうした傾向が見られ、一軸圧縮試験

では供試体内の弱部で破壊が生じることが確認された。締

固め安定処理土では、原位置機械撹拌混合と大きく異なり

供試体内にランダムに弱部が存在するのではなく、周期的

に弱部域が表れて一軸圧縮強度の支配要因になることを

示唆する。 

以上を踏まえて、本研究の提案換算式を締固め安定処理

土に適用する場合、「基準換算」と「ばらつき補正」を以下

のように設定することに一定の合理性を見る。 

 基準換算：Np_ave に代わる強度の支配要因になる指標値

として、側面ごとの5 点平均で比較した 小値Np_avemin
を選択する。 

 ばらつき補正： Np_covに代わり、深さ方向分布の影響を

排除したばらつき指標として、側面ごとの 5 点平均で

正規化したNpNを採用し、ばらつき補正はその変動係数

NpN_COVにて行う。 

b）Np_avemin、NpN_COV利用の効果 

表 3に、「室内締固め安定処理土」で得られた結果につ

いて、Np_aveとNp_cov、およびNp_aveminとNpN_covの組み合わせに

よる方法で算定した換算 qu値の一覧を示す。Np_aveは 5.39

～17.98(N/mm)の範囲に対し、Np_aveminは 2.63～8.99(N/mm)

の範囲に減少し、Np_cov は 0.183～0.875 に対し、NpN_cov は

0.085～0.407におさまる結果となった。 

Np_ave、Np_covによる方法、Np_avemin、NpN_covによる方法それぞ

 

図 9 Np分布と一軸圧縮試験結果の一例 

 

表 3 室内安定処理土における測定結果によるqu換算 

 

 

 

  (a) Np_aveとNp_cov    (b) Np_aveminとNpN_cov 

図 10 推定quと実測quの関係 
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れについて、換算quと実測quの関係を比較すると図 10の

ようになった。後者による方法の採用で換算・実測の整合

度が向上したことが認められる。従来変数を利用した場合、

実測quに対して過小な値（実測値＝1.5×換算値線より上

方に位置する点）が目立つことは、換算計算の「ばらつき

補正」による低減が過大であったことを意味し、Np_covに代

わり NpN_covを採用したことが結果の違いに寄与したと言え

る。 

c）現場測定結果への適用 

上記Np_avemin、NpN_covによる評価法を、「２．原位置針貫入

抵抗測定装置の検討」の「(3)現場測定」のデータに適用し

整理した。その上で得た実測、換算quの関係は、図 11の

ようになり全体的に推定値が過小の評価をあたえる。 

本結果については、相当量の礫の混入が強度増加に結び

付き、礫以外の部分を測定した針貫入抵抗に基づき推定し

た強度を実際の強度が上回った可能性が考えられる。 

今後、礫分を多く含むセメント改良土については、礫接

触率（針の破損率）で礫混入量を判別し、礫および礫以外

の改良土強度の程度に応じて割増係数を設定することが

対処策として考えられる。仮に今回の結果で割増係数を

2.5に設定すると図 11の結果は、図 12のようになる。実

測qu＝(0.5～1.5)×推定quの範囲に収まる結果は、前出の

図 7、図 10(b)で示した既往データのプロットに対して大

きくは乖離せず，分布域として整合する。 

４．まとめ 

まず、原位置針貫入抵抗測定装置の検討に関しては以下

の結果と成果を得た。 

 第三の方式として挿入型装置を発明、試作機を製作

した。 

 机上型装置との比較で結果の信頼性を確認した。 

 測定Unit単位での強度の違いをきめ細かく確認でき

る有用性を、各測定実験を通して確認した。 

 締固め安定処理土については、締固め面の位置、強度

の深度方向分布など、これまでの一軸圧縮強度によ

る手法では確認できなかった施工・品質検証ができ

ることを確認した。 

あわせて強度評価法の検討を通しては以下の結果と成

果を得た。 

 25 点 Npの平均値とquを関連付けた「基準換算」、お

よびNpの変動係数の増加に伴いquを低減する「ばら

つき補正」を特徴とする新たな換算式を考案した。 

 各種測定実験を通して、全53試料の検証データを収

集、従来の換算法に比べて精度、信頼度を向上した換

算値の算定が可能なことを確認した。 

 針貫入抵抗がランダム分布となるスラリー撹拌改良

に対して、締固め面から規則分布が生じる締固め安

定処理土について、その施工実態と強度特性を加味

した換算パラメータの選定法を提示した。 

以上にて、2年の助成検討で掲げた開発目標は概ね達成

したものと考えられる。 

併せて今後の課題として、以下が挙げられる。 

 実務利用に耐えうる、装置の機能増強：自動化、針破

断の防止 

 強度評価に際しての、データ棄却条件の一般化 

 施工法や設計検討へのフィードバックを含めた活用

策の具体化 
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図 11 実測・換算quの関係（BH-1～7） 

 

 

図 12 実測値と礫混入割り増し補正2.5を考慮した 

換算quの関係（BH-1～7） 
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